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Ⅰ．はじめに 

 医療的ケア児とは、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引等の医療的ケアが日常

的に必要な子どものことであり、全国で 2 万人を超えている１）。 

 医療的ケア児やその家族への支援は、医療のみならず、福祉、保健、子育て支援、教育等

の多職種連携が必要不可欠となっている。特に日常生活上の支援を担う福祉はより重要な社

会資源となっている１）。 

 青森県の医療的ケア児は令和元年時点で166名と推計されている２）。平成28年の児童福祉法

改正において、県や市町村に医療的ケア児の福祉支援体制の整備が義務付けられた。一方で、

人材確保の問題や支援スキルの不足などの理由により、障害福祉サービスの事業所や保育所

での医療的ケア児の受け入れが進んでいない現状もある。また、保護者や家族からの相談に

十分に対応できていない状況もある。 

 

Ⅱ．目的 

 本研究の目的は、青森県の医療的ケア児への福祉的な支援を強化するための課題の抽出、制度

的な改善点の提言をおこなうことである。 

①医療的ケア児の保護者を対象にしたインタビューを行う（調査１とする）。インタビューでは福

祉サービスへの利用の意欲や福祉への期待を尋ね、福祉的サービスへのニーズを把握する。併せ

て育児への不安を尋ねることを通して医療的ケア児の育児の困難の程度を把握する。これは当事

者から見た福祉的支援体制の構築の程度を調査し、今後における医療的ケア児に対する福祉の役

割を明確にするためである。 

②福祉系事業所の管理者を対象としたアンケート調査である（調査２とする）。アンケートでは、

管理者に医療的ケア児を受け入れの現状を尋ね、実態把握を主目的とする。 

 

Ⅲ．研究方法 

 １．調査 1 ではそれぞれ医療的ケア児の保護者を対象にインタビュー調査を行い、当事者の視

点から医療的ケア児の福祉的支援体制の現状とニーズを考察する。 

 ２．調査 2 では事業所の管理者を対象にアンケート調査を行い、福祉事業所で医療的ケア児の

受け入れ状況を把握するとともに、受け入れるために必要な要素を考察する。影響要因として事

業所の規模、看護師の有無、職員の人数などを尋ねる。 

 ３．倫理的配慮 

青森県立保健大学研究倫理委員会の承認を得て調査を実施した。 

    

Ⅳ．結果及び考察（今後の展望） 

１．調査１について、5 名の医療的ケア児の保護者からの協力が得られた。医療的ケア児の状況、



現在のケアの内容、福祉サービスの利用状況、福祉ニーズについて、福祉サービスへの期待など

についてヒアリングをおこなった。1 人あたり約 60 分のインタビュー時間であった。 

ヒアリング調査からは、相談援助の重要性、不十分な社会資源（社会資源につなぐプロセスの重

要性）、セルフヘルプグループの重要性、育児不安軽減のための支援、具体的な生活支援に関する

ニーズは極めて大きいことが明らかになった。 

 

２．調査２について、116 事業所からの返信があり（返信率 70.7%）、内 4 事業所が調査の同意

が得られず 112 事業所を分析対象とした（有効回答率 68.3%）。 

対応可能な医療的ケアとして件数の多かったものとして、服薬管理 63 事業所、口腔や鼻腔からの

吸引 51 事業所、経管栄養 47 事業所、パルスオキシメーター45 事業所であった。医療的ケア児受

け入れの実績のある事業所は 61 か所であった（なしは 49 か所）。医療的ケア児受け入れの総数

は 199 人であり、最小で 1 名（24 事業所）、最大で 15 名（1 事業所）となっていた。実際におこ

なった医療的ケアの内容として最も多かったのが経管栄養（37 事業所）、口腔や鼻腔からの吸引、

及び気管切開部からの吸引（34 事業所）、服薬管理（30 事業所）となっていた。 

 医療的ケア児を受け入れられなかった理由としてもっとも多かったのが、「医療的ケア児の申し

込みがないため」28 事業所、「医療的ケア児の受け入れ経験がないため」17 事業所、「設備が整

っていないため」16 事業所、「看護師がいないため」14 事業所となっていた。 

 医療的ケア児の受け入れのための職員へのサポートは、勉強会や研修等への参加のサポート、

多職種との連携、青森県のコンサルテーションの活用、主治医からの情報提供、マニュアル作成

などが挙げられた。 

３．今後の展望 

 引き続き医療的ケア児の保護者に福祉ニーズの把握をヒアリングするとともに、現状において

福祉サービスの活用について聞き進めていきたい。福祉系事業所には受け入れ実績のある事業所

の管理者、職員を対象に、現状において工夫していることや医療との連携などを中心にヒアリン

グをおこなう。本研究で得られたデータ等を行政機関や青森県医療的ケア児支援体制「多職種コ

ンサルテーション」等に情報提供をおこない、医療的ケア児及び保護者への福祉的支援体制の強

化につなげていきたい。 
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